【退職金返還と猥褻事件再発防止への取り組みについて】

　　　　　京都府庁との交渉報告


 Ⅰ　退職金返還について
２００８年３月４日　午後、京都府庁文教課を訪問。聖光教会、聖光幼稚園及び　
日本聖公会京都教区の問題について 話し合ってまいりました。 そのことを御報告いたします。
その中でも裁判所が性犯罪を認定した前園長に退職金が支払われたことについて、管理監督官庁の見解を聞き糾しました。
（京都府庁総務部文教課　課長補佐　橋爪博子氏、同主幹　中西宏行氏、同幼稚園担当　南本氏）
【園長原田文雄の事実経過】
 　２０００年１月４日　 被害女性が初めて被害を原田夫人に訴え、示談交渉
　２００１年６月１２日　被害者からわいせつ被害を受けたと提訴さる
　２００４年９月３０日　奈良地裁で被告勝訴
　　　　　１０月１４日　被害者控訴
　２００５年１月？日頃　京都教区が原田文雄の異動（金沢へ）を内示か。
　　　　　２月６日（日）聖光教会の教会委員会で２月２７日に幼稚園の臨時理事会
召集の予告。
　　　　２月２７日（日）聖光幼稚園理事会開催
　　　　　　　　　　　　原田園長に退職金と功労金の支払い決定
　　　　　　　　　　　　財団定額（月額４５５,０００×１４．１６０）、
プラスアルファー合計700万円
　　　　３月３０日（水）大阪高等裁判所で被告敗訴、５００万円の賠償金支払い命令
　　　　３月３１日（木）退職、４月１日付けで金沢聖ヨハネ教会へ異動
　　　　４月１５日（金）最高裁へ上告
　　　　７月１９日（月）被告原田文雄の敗訴確定。　
糾す会からの事実経過の説明に対して、京都府は幼稚園の理事会決定を尊重する。また、理事会は当然この法人の約款や定款、就業規則に従って運営されているものと受け止めていると第一に主張されました。
服務規程第４５条第４項の懲戒規定で
「教職員として品位を失い、園の名誉を損ずる非行のあった場合職員を懲戒する」と明示されている。また、懲戒の種類として第４６条第４項で
「懲戒解雇。予告期間を設けないで即時解雇する。この場合、行政官庁の認定を受けた時は予告手当てを支給せず、退職金は支払わない」また、
「懲戒の程度は、園が受けた有形無形の被害の程度ならびに公序良俗の社会通念の上にたって行う。懲戒基準に該当する行為により、園に損害を与えたとこの損害賠償または不当利得返還の義務は懲戒によって免除されない。この責任は退職後も免れない」と規定されています。これは経営側が従業員に課している規定でありますが、命令する側であれば一層厳しく遵守すべきです。（法的除外と言えども社会通念上道義的にも許されることではありません）
京都府はこの適用を主張しています。
　２００５年２月２７日の退職金決定時点で被告園長は被害者から控訴されており、その１ヶ月後のまだ在職期間中の３月３０日に大阪高等裁判所で敗訴し、５００万円の賠償金支払いの判決を受けている。
従って２月２７日の理事会では約款に照らし、園長・理事長は控訴されている身である故、判決まで退職金の支払いを保留すべきである。（被告園長が上告した最高裁で勝訴し、無罪が確定されて始めて支払うべき性格のものである）
厳粛な事実として在職中の３月３０日に敗訴し、在職中に上告手続きをとっていないので
３月３１日現在で大阪高裁の事実認定、賠償金支払い命令が確定していることになる。
この時点で理事会は結果がでたので、園長・理事長を解任し、約款に照らし懲罰として
懲戒解雇を決議すべきであったというのが本来のあるべき姿であります。さすれば、
当然懲戒解雇された本人に税金の息のかかった退職金がわたることはあり得ないことです。
理事が当該園長が裁判中であるということを認識していれば当然保留の決定をすべきものでありますので、理事会の決定は過誤によるものであると考えられます。
理事の一人の高地主教は事件の内容を知りながら、積極的に保留の処置を取らず、他の
理事や監事に対して、原田園長が被害者であるかのように吹聴しており、原田園長に退職金を手に入れさすため策略した事になり、税金が投入されている公金を不正に支払う決議を誘導したことになります。
この証拠としてホームページ上に原田園長が退職した後も長く園長　宮嶋眞、理事長　原田文雄と堂々と掲載されており、糾す会から府庁に通報し、府庁が幼稚園に注意したあとすぐ訂正された経緯があります。さらに、高地主教は最高裁結審（７月１９日）のあとも原田園長の冤罪を主張しつづけ、９月５日まで現職の役職をすべて解任しなかった事実があります。退職金支払いは
高地主教が原田園長を擁護した延長線上の話であります。
京都府文教課のお話しでもうひとつ注目すべき点がありました。それはこの幼稚園は公立では
なく私学であるので理事さんがおられ、そこで決定されたことに対して、“よほどのこと”がない限り文教課は介入できません。理事会に対して異議を申し入れていただきたいとのことでありました。
私学の独自性を尊重する建前が有るからでしょう。しかしその独自性の隠れ蓑に隠れた悪事は許せません。今回は子供の教育に携わる園長の性犯罪という“よほどのこと”であり、信じられない事件です。しかもその園長に公金の一部が支払われたというのは大きな問題ではありませんか。学校法人の認可に際して職員の服務規定具備を義務付けています。この学校法人聖光幼稚園は寄付行為で運営されており、その約款の懲罰規定を遵守しないで無視していることに対して、監督官庁として適切な指導をすべきではないのでしょうか。 聖光幼稚園の法人としての約款を監督官庁として再確認していただき、適切な処置をとっていただきたい。命令権はなくても調査、報告を求めるのは役所の責任だと強く要請いたしました。
最後に文教課は
「監督官庁として退職金返還命令は下すことが出来ないが、寄付行為にもとずく約款・定款に準じて幼稚園の事務が正当に執行しているかどうかについて、聖光幼稚園の監事さんからの報告を待って、監督官庁として対処いたします。」とのことでした。
京都府のあと私学退職金財団にも問い合わせました。私学退職金財団役員の玉川氏の応答は、
「当方では運用規則に基づいて事務処理を粛々と行っている。規定では刑事罰で起訴された場合は結審まで支払いを保留することになっている。また、支払い後受取人が懲戒解雇された場合の規定はないので、当方の理事会での検討事項になる」とのことでした。
また、「退職金は法人が私学退職金財団に積み立て、退職が発生し，請求があれば、規定の率のより法人に対して退職金費用として幼稚園に送金される。その時さらに上乗せ分を私学助成金から補助される」二重に税金が投入されているということです。
法人が積み立てる金には私学助成金（税金）が入っている。私学助成金は幼稚園の教育の水準を上げ、子供達の保育、教育に使われるべきもので、性犯罪園長に渡ったのはきわめて不当なことです。
糾す会では既に原田本人や幼稚園理事会、京都教区に対しては退職金返還の 要請書を送るべき準備しています。また、監事が理事会召集の請求をされ、間違った退職金支払い決議を再審議されるよう要望しています。
Ⅱ　猥褻事件再発防止対策
２００６年７月１０日に文教課を経由して京都府の山田啓二知事に聖公会京都教区に調査に入るよう要請書を送付したがそれに対していかなる処置をしたか報告をしていただいた。 

以下が文教課の回答です。
「糾す会からの要請文は知事へ回送したが、京都府の見解は当時原田文雄牧師は金沢に異動になっており、聖神中央のケースとは異なっていた。 聖神の場合は子供への虐待が進行中であったので子供の生活 安全の担当者と 連携で対処した」と。
糾す会から
「この種の女児に対する犯罪は性癖的なものであると言うのが学者の通説であり、その幼稚園で
１７年間も勤務していた事実から、当然調査の対象とすべきで、調査に入らないのは管理監督者として問題があり、怠慢である」と申し述べました。
「この種の事件では実際に隠れた被害者がさらにいると推測される。聖公会に対して調査もせず、報告も求めないのでは女児に対する性犯罪についての認識が余りにも甘すぎるのではないか」また、「この宗教教団（聖公会）はこんな酷い性犯罪の事実認定を受けても本人を懲戒解雇しないということから、この教団の倫理規範は完全に崩壊してしまっていると言っても過言ではない」
「この教団の問題は非常に根深い闇の部分があると感じられる」
それに対して文教課は「極めて微妙な問題です。問題意識は充分持っています。今後の研究課題と致します」と回答した。
糾す会は「 特にこの種の犯罪（女児へのわいせつ）についてはいち早く管理監督側が情報をキャッチする必要があると主張し、今後宗教法人法、学校法人法の手直しを広く国会議員に要請していきたい」と伝えておいた。
特に子供に対する性犯罪については厳格な報告義務を課すようにすることが重要です。大阪の橋下知事へも京都での性犯罪園長に私学助成金から退職金が支払われた事実を通報している。私学助成金の見直し発言にも影響していると思われる。松浪健四郎文部副大臣、伊吹文明元大臣にも通告義務を課すべく法改正を請願していると付け加えておきました。 

2008年３月６日　　　　　糾す会
また、幼稚園の種々の問題点については「園児の安全や健康を中心とした観点から」監査人の視点で指摘しておきました。  

PAGE  
4

